
－ １ － 

第１号議案 令和７年度事業報告承認の件 

令和７年度事業報告書 
 

自 令和７年４月 １日 

至 令和8年３月３１日 
 

１．会員の状況 （令和８年３月３１日現在） 

正 会 員       ４３社 

・ 特定建設業者（大臣許可）      ８社 

・ 一般建設業者（大臣許可）      ９社 

・ 一般建設業者（知事許可）    ２６社 

準 会 員     １７１社 （一般 ２９社，出先１４２社） 

２．行 事 等 

（１）令和７年度定期総会 

令和７年６月４日（水） 15時00分～ アルカディア市ヶ谷 ３階 富士 

議 案 

第１号議案 令和６年度事業報告承認の件 

第２号議案 令和６年度決算承認の件 

第３号議案 令和７年度事業計画（案）承認の件 

第４号議案 令和７年度予算（案）承認の件 

第５号議案 任期満了に伴う役員選任の件 

（総会終了後16時00分から３階富士（東）にて懇親会を開催） 

３．会 議 等 
（１） 第１回 理事会 

令和７年６月4日（水） 1４時30分～ アルカディア市ヶ谷  ４階 飛鳥 

議 案 

第１号議案 令和６年度事業報告承認の件 

第２号議案 令和６年度決算承認の件 

第３号議案 令和７年度事業計画（案）承認の件 

第４号議案 令和７年度予算（案）承認の件 

第５号議案 任期満了に伴う役員選任の件 

（２） 第２回 理事会 

令和７年１１月６日（水） 14時00分～ アルカディア市ヶ谷 ４階 飛鳥 

議 題 

① 令和７年度上期事業報告及び収支報告 

② 令和８年度建設マスター候補者の推薦案について 

③ 令和７年登録消火設備基幹技能者講習・試験報告 

④ 会員の状況報告 

⑤ その他の報告事項について 

（３） 第３回 理事会 

令和８年３月１９日（木） 14時00分～ アルカディア市ヶ谷  ４階 飛鳥 

議 案 

第１号議案 令和７年度事業報告（案）及び決算（案）の概要について 

第２号議案 令和８年度事業計画（案）及び予算（案）の承認について 

 

 



－ ２ － 

（４）組織運営委員会 （正副委員長会） 

業務、技術・広報、組織強化、技能者育成の４委員会の正副委員長７名および事務局

による会議を、毎月開催（メール開催含む）した。 本会議での主な議題は下記の通り。 

① 令和７年度登録消火設備基幹技能者講習の対応を検討し、引き続き令和８年度登録

消火設備基幹技能者講習の検討を行う。令和８年度は兵庫県神戸市での開催予定

とした。 

② 当協会の委員会活動の見直し 

③ 会員増の検討及び入会案内の送付についての検討 

④ 定期総会の運営体制の検討 

⑤ 令和７年度建設マスター顕彰式典の報告 

⑥ 令和８年度建設マスター候補者推薦の検討 

⑦ 消防施設技能者の能力評価（レベル判定）基準・規定の改訂および評価実績 

⑧ 令和７年度収支決算見込書／令和８年度収支予算書(案)の検証 

⑨ その他外部会議の報告 

（５） 登録消火設備基幹技能者講習に係る活動状況 

・新規講習 

令和７年度は東京都池袋で開催し、４９名が合格。 

・更新講習 

通信教育方式で実施し、更新対象者６６名のうち５６名が更新。 

・登録基幹技能者制度推進協議会活動 

（６） 令和７年度優秀施工者国土交通大臣顕彰および 

令和７年度青年優秀施工者土地・建設経済局長顕彰式典について 

令和７年１０月２８日（火） 東京都文京区の文京シビックホールにて開催された。 

「事務局だより」（2025.10 №476、2026.1 No.478）に掲載。 

・建設マスター ３名 

(株)神防社       小谷 誠 氏 

深田工業(株)      佐々木 豊 氏 

日本ドライケミカル(株) 鳩野 達哉 氏 

 

・建設ジュニアマスター ２名 

ヤマトプロテック(株)  前場 悠斗 氏 

中央理化工業(株)    山口 清志 氏 

  （７）厚生労働省、国土交通省、雇用・能力開発機構等の人材育成活動への参画 

      ①建設キャリアアップシステム（CCUS）報告 

       会員企業数     ７２社  CCUS登録企業数      ４９社 

       所属技能者数 ３，８０４名  CCUS登録技能者数 ２，５２８名 

      ②消火施設技能者数のCCUSレベルアップ能力評価認定数報告 

        レベル２～４認定数（前年度末まで） ５３８名、 （２０２６度末） １１６２名 

 

  



－ ３ － 

（８） その他会議等への参加  

① 富士教育訓練センター 総会 （Ｒ7/5/29） 

② 建設産業専門団体連合会 総会 （Ｒ7/6/11） 

③ 建設キャリアアップシステム処遇改善推進協議会総会 （Ｒ7/6/12） 

④ 登録基幹技能者制度推進協議会 総会 （Ｒ7/6/19） 

⑤ 建設技能者能力評価制度（レベル判定）推進協議会総会（Ｒ7/6/19） 

⑥ 東京防災救急協会点検表示管理委員会（R7/7/14、R8/2/26） 

⑦ 建設業退職金共済制度加入促進等連絡会議（R7/10/3） 

⑧ 建設業振興基金 拠出団体専務理事・事務局長会議（R7/10/14、R7/12/19） 

⑨ 全国建設産業教育訓練協会 事務局長会議（R7/10/17、R8/3/17） 

⑩ 消防機器に関する研修会及び意見交換会（R7/11/25） 

⑪ 建設キャリアアップシステム処遇改善推進協議会会議 （Ｒ7/12/4） 

⑫ 建設産業人材確保・育成推進協議会全国担当者会議 （Ｒ7/2/25） 

⑬ ハロン管理委員会 （Ｒ8/3/11） 

 

４．上記各業務を通じて実施した事業および活動（定款第４条に定める項目） 

（１）消防施設工事業の経営合理化の推進 

① 各種研修会・シンポジウム等の開催検討 

② 登録消火設備基幹技能者の新規講習及び更新講習開催案内 

③ 警報設備技能者の登録基幹技能者への登録推進 

（２）関係省庁及び関係機関との緊密な連絡、協調 

① 国交省と（一社）建専連との意見交換会に参加（R7/7/30） 

② 国土交通省および建設業振興基金、建専連等からのアンケート調査依頼等に協力 

③ 建設業振興基金、建設産業専門団体連合会、勤労者退職金共済機構、 

富士教育訓練センター、雇用・能力開発機構等との交流・情報収集 

（３）会誌・パンフレット及び図書の刊行 

① 「事務局だより」を毎月発行し、建設業行政動向等の情報提供 

② 電子メールによるタイムリーな情報発信 

③ ホームページによる広報 

（４）関連業界及び関連団体との緊密な連絡並びに技術交流等の推進 

① 日本消防設備安全センター、消防環境ネットワーク、全国消防機器協会、 

日本消火装置工業会、日本火災報知機工業会等との情報交流 

② 全国建設室内工事業協会、富士教育訓練センター等との情報交流 

（５）消防施設工事並びに消防施設工事業に関する建議、要望 

① 令和８年度建設マスターとして３名を国土交通省に推薦申請 

三誠産業(株)        井上 耕治 氏       

(株)サンワード        斉藤 秀一 氏 

エア・ウォーター防災(株) 菅野 直樹 氏 

② 令和８年度建設ジュニアマスター推薦者なし 

 

 

 

 

以上 



１．収支計算書

（単位：円）

大科目 中科目 小科目

会 費 収 入 会 費 21,610,000 21,490,000 △ 120,000

正 会 員 会 費 20,740,000 20,620,000 △ 120,000

大 臣 特 定 12,690,000 12,690,000 0

大 臣 一 般 4,810,000 4,810,000 0

知 事 一 般 3,240,000 3,120,000 △ 120,000

賛助会員会費 賛助会員会費 0 0

準 会 員 会 費 準 会 員 会 費 870,000 870,000 0

寄附金収入 寄 附 金 寄 附 金 0 0 0

雑 収 入 雑 収 入 金 355,000 558,188 203,188

受 取 利 息 5,000 107,913 102,913

雑 収 入 350,000 450,275 100,275

21,965,000 22,048,188 83,188

事 業 収 入
登録基幹技能
者 講 習 収 入

受 講 料 3,669,600 3,095,840 △ 573,760

再 交 付 収 入 0 3,500 3,500

3,669,600 3,099,340 △ 570,260

25,634,600 25,147,528 △ 487,072

58,913,492 58,913,492

84,548,092 84,061,020

令和７年度 収支決算書

収入の部

第２号議案 令和７年度決算報告承認の件

 　前期繰越収支差額 

決算額 予算 差異

自   令和７年４月  １日

 　収入合計                         （Ｂ）

 　当期収入合計   ①＋②     （Ａ）

予算額

至   令和８年３月３１日

勘  定  科  目

収入合計  ①

収入合計 ②

 － 4 －



（単位：円）

大科目 中科目 小科目

19,915,000 17,634,279 △ 2,280,721

給 与 給 料 手 当 1,400,000 893,200 △ 506,800

福 利 厚 生 費 福 利 厚 生 費 100,000 34,262 △ 65,738

慶 弔 費 慶 弔 費 30,000 0 △ 30,000

旅 費 交 通 費 1,000,000 965,846 △ 34,154

通 勤 手 当 900,000 940,470 40,470

交 通 費 50,000 25,376 △ 24,624

旅 費 50,000 0 △ 50,000

通 信 運 搬 費 800,000 537,602 △ 262,398

通 信 費 300,000 225,328 △ 74,672

郵 送 料 金 500,000 312,274 △ 187,726

備 品 費 什 器 備 品 費 100,000 77,430 △ 22,570

消 耗 品 費 消 耗 品 費 1,700,000 1,066,048 △ 633,952

印 刷 費 印 刷 製 本 費 300,000 93,810 △ 206,190

賃 借 費 事務所使用料 3,575,000 3,539,800 △ 35,200

水 道 光 熱 費 水 道 光 熱 費 350,000 277,293 △ 72,707

渉 外 費 交 際 費 200,000 114,648 △ 85,352

新 聞 図 書 費 新 聞 図 書 費 380,000 306,810 △ 73,190

雑 費 雑 費 230,000 114,522 △ 115,478

業 務 委 託 費 9,600,000 9,533,008 △ 66,992

支 払 報 酬 6,000,000 5,533,008 △ 466,992

出向者負担金 3,600,000 4,000,000 400,000

公 租 公 課 公 租 公 課 150,000 80,000 △ 70,000

予算 差異

管理費 合計 ①

支出の部

勘  定  科  目
予算額 決算額
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（単位：円）

大科目 中科目 小科目

4,220,000 3,639,491 △ 580,509

総 会 費 2,000,000 1,473,646 △ 526,354

総 会 費 500,000 273,693 △ 226,307

懇 親 会 費 1,500,000 1,199,953 △ 300,047

会 議 費 400,000 337,170 △ 62,830

理 事 会 費 200,000 156,212 △ 43,788

諸 会 議 費 200,000 180,958 △ 19,042

調 査 研 究 費 調 査 研 究 費 120,000 82,500 △ 37,500

研 修 会 費 研 修 会 費 50,000 0 △ 50,000

広 報 費 350,000 547,910 197,910

宣 伝 広 報 費 50,000 0 △ 50,000
ホ ー ム ペ ー ジ
制 作 費 300,000 547,910 247,910

負 担 金 1,300,000 1,198,265 △ 101,735

出 捐 金 0 0 0

諸 会 費 1,300,000 1,198,265 △ 101,735

24,135,000 21,273,770 △ 2,861,230

2,730,000 1,893,843 △ 836,157
講 習 ・ 試 験 資 料
作 成 費 1,300,000 874,336 △ 425,664

講 習 会 場 使 用 料 110,000 88,000 △ 22,000

委員・講師謝礼 900,000 682,489 △ 217,511

旅 費 交 通 費 10,000 0 △ 10,000
講 習 ・ 試 験 委 員 会
会 議 費 60,000 69,260 9,260
修 了 証 書
免 状 等 作 成 費 150,000 102,740 △ 47,260

そ の 他 諸 経 費 200,000 77,018 △ 122,982

26,865,000 23,167,613 △ 3,697,387

予 備 費 57,683,092

26,865,000 23,167,613

1,979,915

60,893,407

 当期支出合計　　　　　　　（Ｃ）

 当期収支差額　　　　　　（Ａ－Ｃ）

 次期繰越収支差額　　　（Ｂ－Ｃ）

予算額 決算額
勘  定  科  目

予算 差異

合計  ①+②

支出総合計 （①＋②＋③）

事業費  合計  ②

事業費  合計  ③

事 業 費 

登録基幹技能者
講習費
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収入の部 （単位：円）

勘定科目

中科目 小科目

講習収入 受講料 3,095,840

再交付収入 3,500

事業収入合計 ① 3,099,340

支出の部

中科目 小科目 決定額

労務費 支払報酬 ※ 2,383,252

講習・試験資料作成費 874,336

講習会場使用料 795,960

会場使用料 88,000

事務所使用料 ※ 707,960

委員・講師謝礼 682,489

旅費・交通費 0

講習・試験委員会会議費 69,260

修了証等作成費 102,740

通信・運搬費 通信・運搬費 ※ 107,520

その他諸経費 147,018

都民税 ※ 70,000

その他 77,018

事業支出合計 ② 5,162,575

当期収支差額（① - ②） △ 2,063,235

２．登録基幹技能者講習事業 収支決算書（案）

決定額

「※印」 ； 管理費合計①と事業費合計②のうち、登録基幹技能者講習事業
に関係した費用
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 （１）増加の部  　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）（単位：円）

科  　　　　目 決 算 額 摘　　要

 資産増加額

 　　前期繰越増減差額 2,420,000   借室保証金

 　　増加額合計　　　　　　（Ｄ） 2,420,000

 （２）減少の部  　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）（単位：円）

科  　　　　目 決 算 額 摘　　要

 資産減少額

 　　減少額合計　　　　　　（Ｅ） 0

 　　次期繰越増減差額　（Ｄ－Ｅ） 2,420,000

 （３）正味財産の部  　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）（単位：円）

科  　　　　目 決 算 額 摘　　要

 　　次期繰越増減差額 2,420,000

 　　次期繰越収支差額 60,893,407

 　　次期繰越正味財産額 63,313,407

 ３．正味財産増減計算書

－ 8 －



（単位：円）

 　　　　科　　　　　　目

 Ⅰ　資産の部

 　　　１．流動資産

 　　　　　　　現　　金 46,888

 　　　　　　　普通預金 60,966,486

 　　　　　　　定期預金 0

　　　　　　　 仮払金

 　　　　　　　　　流動資産合計 61,013,374

 　　　２．固定資産

 　　　　　　　借室保証金 2,420,000

 　　　　　　　　　固定資産合計 2,420,000

 　　　　　　　　　　　　資 産 合 計 63,433,374

 Ⅱ　負債の部

 　　　１．流動負債

 　　　　　　　　　流動負債合計

預  り  金 119,967

未払い金

流動負債合計 119,967

負債合計 119,967

 　　　２．固定負債 0

 　　　　　　　　　固定負債合計 0

 　　　　　　　　　　　　負 債 合 計 0

 Ⅲ 正味財産の部

       １．次期繰越増減差額 2,420,000

       ２．次期繰越収支差額 60,893,407

                        正味財産合計 63,313,407

負債及び正味財産合計 63,433,374

貸 借 対 照 表

                  令和７年３月３１日現在

金　　　　　　　額

－ 9 －



（単位：円）

項      目

 Ⅰ　流動資産

 　　１．現金預金

 　　　　(1) 現金 46,888

 　　　　(2) 普通預金

 　　　　　   三井住友銀行 飯田橋支店 19,970,476

 　　　　　   三菱UFJ銀行 市ヶ谷支店 20,103,835

 　　　　　   みずほ銀行 市ヶ谷支店 10,828,243

               ゆうちょ銀行 10,063,932

 　　　　(3) 定期預金 0

 　　　　(4) 仮払金 0

 　　　              流動資産合計 61,013,374

 Ⅱ　固定資産

 　　　　　借室保証金 2,420,000 2,420,000

 　　　　資  産  の  合  計 63,433,374

 　（負債の部）

 Ⅰ　流動負債

 　　　　　流動負債合計 119,967

 Ⅱ　固定負債

 　　　　　固定負債合計 0

 　　　　負  債  の  合  計 119,967

 　　　　正   味   財   産 63,313,407

財 産 目 録

                           令和７年３月３１日現在

金        額

－ 10 －





－ 12 － 

第３号議案 令和８年度事業計画（案）の承認の件 

 

令和８年度事業計画書（案） 
 

 

１．消防施設工事業の経営合理化の推進 

1） 建設業行政および業界動向等の把握と重要情報（通知・資料等）の会員への提供 

2） 建設業行政等に関する意見交換会・ヒアリング・説明会・講習会等への参画及び報告 

3） 下記項目に関する情報収集と会員への提供 

建設業法改正、元下問題、重層下請問題、分離発注、経営事項審査、総合評価方式、登録基

幹技能者制度、建設技術者・技能者制度、安全衛生問題、人材確保・育成、コンプライアンス、

地域貢献、震災復興等 

２．関係省庁及び関係機関との緊密な連絡、協調 

1） 国土交通省、厚生労働省等の関係省庁の指導・協力依頼への対応及び意見交換 

2） 登録基幹技能者制度推進協議会への参画 

3） (一財)建設業振興基金及び(一社)建設産業専門団体連合会等との連携・協力・意見交換 

4） 建設キャリアアップ制度（CCUS）の消防施設技能者能力評価の実施 

5） (独)勤労者退職金共済機構、消防環境ネットワークへの協力と情報収集 

３．消防施設工事の施工管理・技術、事故防止対策等に関する調査研究 

1） 建設業法、技能・技術者制度等についての行政動向の情報収集 

2） 厚生労働省、国土交通省、雇用・能力開発機構等の人材育成活動への参画 

3） 登録消火設備基幹技能者講習・試験の実施 

4） 警報設備技能者の登録基幹技能者への登録に向けての活動 

４．消防施設工事に必要な資材、機材及び工具等に関する調査研究 

1） 関連情報の収集と広報 

５．会誌、パンフレット及び図書の刊行 

1） 「事務局だより」 を毎月発行し、建設業・専門工事業等に係る記事の掲載 

2） 当協会のホームページの更新継続 （登録消火設備基幹技能者講習案内他） 

3） 参考図書・法令類の会員への配布または紹介 

６．講演会、講習会、見学会等の開催 

1） 定期総会の開催 

2） 各種研修会・講演会・セミナー・シンポジウム等の開催案内および参加推奨 

3） 富士教育訓練センターとの技術・技能研修の企画検討 

７．関連業界及び関連団体との緊密な連絡並びに技術交流等の推進 

1） (一社)建専連及び(一財)建設業振興基金等の関係団体主催行事への協賛および意見交換 

2） (一社)日本消火装置工業会等との協調および情報交流 

3） (一社)建専連会員団体等との協調および情報交流 

８．消防施設工事並びに消防施設工事業に関する建議、要望 

１) 国土交通省との意見交換会における建議、要望 

2） 国土交通省所管部所への質疑、要望及びアンケート回答等 

3） 優秀施工者国土交通大臣顕彰候補者（建設マスター）と青年優秀施工者土地・建設経済局長

顕彰候補者（建設ジュニアマスター）の推薦 

９．以上のほか、本会の目的達成に必要な事業 

1） 委員会活動による事業推進を図ること 



（単位：円）

大科目 中科目 小科目

21,490,000 21,610,000 △ 120,000

正 会 員 会 費 20,620,000 20,740,000 △ 120,000

大 臣 特 定 12,690,000 12,690,000 0

大 臣 一 般 4,810,000 4,810,000 0

知 事 一 般 3,120,000 3,240,000 △ 120,000

賛助会員会費 賛助会員会費 0 0 0

準 会 員 会 費 準 会 員 会 費 870,000 870,000 0

寄附金収入 寄 附 金 寄 附 金 0 0 0

雑 収 入 雑 収 入 金 800,000 355,000 445,000

受 取 利 息 100,000 5,000 95,000

雑 収 入 700,000 350,000 350,000

事 業 収 入
登録基幹技能
者 講 習 収 入

受 講 料 3,951,200 3,669,600 281,600

26,241,200 25,634,600 606,600

60,893,407 58,913,492

87,134,607 84,548,092

令和８年度 収 支 予 算 書 ( 案 ）

収 入 の 部

第４号議案  令和８年度予算（案）の承認の件

 　前期繰越収支差額 

   前年度
   予算額

増  減

 　収入合計                     

 　当期収入合計           

予算額

自　令和８年４月　１日

至　令和９年３月３１日

勘  定  科  目

会費収入  合計

―　13　―



（単位：円）

大科目 中科目 小科目

20,355,000 19,915,000 440,000

給 与 給 料 手 当 1,250,000 1,400,000 △ 150,000

福 利 厚 生 費 福 利 厚 生 費 100,000 100,000 0

慶 弔 費 慶 弔 費 30,000 30,000 0

旅費･交通費 1,050,000 1,000,000 50,000

通 勤 手 当 950,000 900,000 50,000

交 通 費 50,000 50,000 0

旅 費 50,000 50,000 0

通 信 運 搬 費 800,000 800,000 0

通 信 費 300,000 300,000 0

郵 送 料 金 500,000 500,000 0

備 品 費 什 器 備 品 費 100,000 100,000 0

消 耗 品 費 消 耗 品 費 1,500,000 1,700,000 △ 200,000

印 刷 費 印 刷 製 本 費 150,000 300,000 △ 150,000

賃 借 費 事務所使用料 3,575,000 3,575,000 0

水 道 光 熱 費 水 道 光 熱 費 300,000 350,000 △ 50,000

渉 外 費 交 際 費 200,000 200,000 0

新 聞 図 書 費 新 聞 図 書 費 380,000 380,000 0

雑 費 雑 費 200,000 230,000 △ 30,000

業 務 委 託 費 10,600,000 9,600,000 1,000,000

支 払 報 酬 4,600,000 6,000,000 △ 1,400,000

出 向 負 担 金 6,000,000 3,600,000 2,400,000

公 租 公 課 公 租 公 課 120,000 150,000 △ 30,000

増  減

管理費 合計 ①

支 出 の 部

勘  定  科  目
予算額

前年度
予算額

―　14　―



（単位：円）

大科目 中科目 小科目

4,440,000 4,220,000 220,000

総 会 費 2,000,000 2,000,000 0

総 会 費 500,000 500,000 0

懇 親 会 費 1,500,000 1,500,000 0

会 議 費 440,000 400,000 40,000

理 事 会 費 220,000 200,000 20,000

諸 会 議 費 220,000 200,000 20,000

調 査 研 究 費 調 査 研 究 費 100,000 120,000 △ 20,000

研 修 会 費 研 修 会 費 50,000 50,000 0

広 報 費 550,000 350,000 200,000

宣 伝 広 報 費 50,000 50,000 0
ホ ー ム ペ ー ジ
制 作 費 500,000 300,000 200,000

負 担 金 1,300,000 1,300,000 0

出 捐 金 0 0 0

諸 会 費 1,300,000 1,300,000 0

24,795,000 24,135,000 660,000

3,440,000 2,730,000 710,000
講 習 ・ 試 験 資 料
作 成 費 1,300,000 1,300,000 0

講 習 会 場 使 用 料 300,000 110,000 190,000

委員・講師謝礼 1,100,000 900,000 200,000

旅 費 ・ 交 通 費 280,000 10,000 270,000
講 習 ・ 試 験 委 員 会
会 議 費 110,000 60,000 50,000
修 了 証 書
免 状 等 作 成 費 150,000 150,000 0

そ の 他 諸 経 費 200,000 200,000 0

28,235,000 26,865,000 1,370,000

予 備 費 58,899,607 57,683,092

87,134,607 84,548,092支　出　合　計

予算額
前年度
予算額

勘  定  科  目
増減

合計  ①+②

支出総合計 （①＋②＋③）

事業費  合計  ②

事業費  合計  ③

事 業 費 
登録基幹技能者

講習費

―　15　―



－ １６ － 

第５号議案 役員辞任に伴う役員選任（案）について 

役員辞任に伴う役員選任（案）について 

 
令和７年・８年度の理事に選出されている 松岡 猛氏が令和８年６月３日をもって辞任の申し入

れがあったことに伴い、下記の候補者を後任役員とし、任期を前任者の任期満了する時までとす

るものであります。（定款２５条３） 

 

記 

 

理 事   粕谷 知久    日本ドライケミカル株式会社  執行役員 建築防災事業部長 

 

 

 

 

 


